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人事評価に関する検討会報告書について
はじめに

　公務員の人事評価制度の本格実施から5年を経過したことも踏まえ、運用実態の把握・検証、制度・運用の改善のための方策や評価結果を踏まえた人事管理上の措置のあり方などについて、2013年7月より8回の検討会を踏まえ、報告書として取りまとめ、政府に対して改善につなげていくことを要請することとした。
Ⅰ.この5年間をどの様に総括するのか
　検討会では、この5年間の運用状況を各省庁の人事当局や職員アンケート結果も参考に運用実績や課題の把握を行った。
　1）評価方法が「絶対評価」であることも含め、評語は高めに分布している。

　2）評価結果の「昇任」「昇給」「勤勉手当」への反映は、予算枠の関係もあり「相対評価」とならざるを得ないことを1）との関係でどの様に考えるのか。

　3）評価結果が、直接的な処遇との関係性が薄いと認識する「評価者」「被評価者」からは、評価制度を担保する「目標設定」「面談」に対する意識が低いのではないか。（例：面談時間が短い、評価者講義を受講していない、評価者からの指導がない、等）

　4）人事評価制度の本来的な役割が十分徹底されていないのではない。

との認識を整理・確認を行った。また、制度の運用面で省庁にバラツキがあること等を見たときに、「制度」の問題よりも、「運用面」での課題が多いのではないのかという整理方向について確認した。
Ⅱ.検討会報告書のまとめに当たって
1) 位置付け

総務大臣に対して、検討会報告として報告し、以降の改善に取り組むよう要請する。

2) 内容

人事評価制度が主に担っている「人事管理の基礎となるツールとしての役割」と「人材育成等に資するツールとしての役割」に焦点をあてて整理した。

1 人事評価の役割

2 評価結果が「昇任」「昇給」「勤勉手当」などの直接的処遇のみならず、人材育成にとって重要なツールであることを強調

3 評価制度が十分機能するためには「評価者」の役割が重要であることを強調
　　　
Ⅲ.まとめの内容について
　労使委員は、双方とも「評価者」の役割が重いことを主張し、かつ、人事評価の結果をどの様に活かしていくかについて多くの意見を主張し、報告書に反映する事ができた。今後の具体的な改善の道筋を第8回会議で確認した上で、了承していくこととした。（有識者6名も同様の見解にある）
1月27日開催の第8回委員会で確認の後、2月7日に総務大臣に提出した。
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